
株式会社日本政策金融公庫
２ ０ ２ ６ 年 ６ 月 ２ ４ 日

信用保証に関する金融機関アンケート調査結果の概要

【中小企業向け貸出】

○中小企業向け貸出D.I.は、4.9とやや上昇、７期連続でプラス。

次期見込みは3.0とやや低下。

【信用保証付貸出】

○信用保証付貸出D.I.は、2.6とやや上昇。６期ぶりにプラス。

○次期見込みは1.8と横ばい。

【信用保証付貸出における条件変更】

○条件変更D.I.は、10.9と横ばい、13期連続でプラス。

次期見込みは11.7と横ばい。

【金融機関から信用保証協会への代位弁済請求】

○代位弁済D.I.は、9.5と低下したものの、14期連続でプラス。

次期見込みは8.3とやや低下。

＜お問い合わせ先＞

株式会社日本政策金融公庫 中小企業事業本部 保険企画部 保険情報室 保険分析グループ （担当 ： 平川、大羽、橋本）
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定例調査 特別調査

（２０２６年度上期調査）

条件変更先への取組み状況等について調査を実施

ニュースリリース

中小企業金融の動向を把握し、信用補完制度の円滑な運営に資するため、

以下の各項目について調査を実施

【条件変更先の割合及び条件変更先に対する経営改善支援の実施状況等】

○中小企業貸出先のうち条件変更先の割合は、「10％未満」との回答が

７割超となっている。

また条件変更先のうち、経営改善支援を実施している取引先の割合は、

「20％未満」との回答が約６割となっている。

○金融機関が条件変更先に対して積極的に取り組んでいる支援策は、

「経営改善計画の策定支援・進捗状況のフォローアップ」（90.3％）が最も多く、

次いで「外部専門家の派遣・紹介」（58.1％）、「コンサルティング（経営指導・

アドバイス）」（46.8％）となっている。

○条件変更の解消・正常化の見通しが明確になっている取引先の割合は、

「20％未満」との回答が９割超となっている。

○金融機関が信用保証協会の関与・協力で特に期特する条件変更先への

支援は、「借換への対応」（64.3％）が最も多く、 次いで「経営改善計画の

策定支援・進捗状況のフォローアップ」（55.8％）、「ニューマネー（真水）への

対応」（52.2％）となっている。



＜調査の要領＞
　調査時点 ２０２６年４月

　調査方法 郵送またはWeb（電子帳票のダウンロード）による記名式アンケート調査

　調査対象 ２７０の金融機関（都市銀行５、地方銀行６１、第二地方銀行３５、信用金庫１３６、信用組合３３）
（信用金庫および信用組合については各々一定額以上の保証債務残高を有する金融機関）

　回答数 ２５３の金融機関（都市銀行５、地方銀行５６、第二地方銀行３１、信用金庫１２８、信用組合３３）

　回答率 ９３．７％

　（注）　Ｄ.Ｉ.＝（「増加」と回答した金融機関の割合＋0.5×「やや増加」と回答した金融機関の割合）－（「減少」と回答した金融機関の割合＋0.5×「やや減少」と回答した金融機関の割合）。
　　　　　前年同期比での増減見通し。

　（注）　各地域別の集計は、都市銀行の回答は含まず、以下の都道府県に本店を構える金融機関の回答を集計したもの。

東北・北海道【34/35】： 北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

関東甲信越【80/86】： 新潟、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野

東海・北陸【47/50】： 静岡、愛知、岐阜、三重、富山、石川、福井

近畿【33/37】： 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

中国【20/20】： 鳥取、島根、岡山、広島、山口

四国【15/15】： 香川、徳島、高知、愛媛
九州・沖縄【24/27】： 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄
（注）　【　】内の数字は、回答金融機関数／調査対象機関数。

　



１．中小企業向け貸出の動向について

（注1）2007年度下期以前の調査については、サンプリング方法が現在と異なるため、時系列の比較には留意が必要である。

（注2）2012年度上期以前の調査に係るＤ.Ｉ.の算出については、「増加」と回答した金融機関の割合から「減少」と回答した金融機関の割合を引いて算出しているため、時系列の比較には留意が必要である。

定例調査
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（点線は次期予測）
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中小企業向け貸出D.I.の推移（資金使途別）

（年度）

・中小企業向け貸出D.I.は、やや上昇し、７期連続でプラスとなった。次期はやや低下する見込み。

・資金使途別にみると、短期運転資金、長期運転資金はやや上昇、設備資金は横ばい。

24下 25上 25下 26上 26下

中小企業向け貸出D.I. 2.2 2.9 2.3 4.9 3.0

短期運転資金 1.8 1.7 2.4 3.6 2.0

長期運転資金 1.8 3.1 3.0 6.6 3.8

設備資金 4.6 1.5 2.2 1.6 1.6

 １



２．信用保証付貸出の動向について

定例調査

▲ 17.3

62.1

▲ 47.7

▲ 1.7 ▲ 0.6

2.6 1.8

▲ 60

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

40

50

60

70

上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（点線は次期予測)
（Ｄ.Ｉ.） 信用保証付貸出D.I.の推移

▲ 8.9

50.0

17.7
14.0

10.4 10.9

11.7

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

40

50

60

上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（点線は次期予測)
（Ｄ.Ｉ.） 条件変更（信用保証付貸出）D.I.の推移

・信用保証付貸出D.I.は、やや上昇し、２０２３年度上期以来６期ぶりにプラスとなった。次期は横ばいの見込み。

・信用保証付貸出における条件変更D.I.は、横ばい、13期連続でプラスとなった。次期は横ばいの見込み。

（年度） （年度）

 ２



３．代位弁済の動向について

（注1）2007年度下期以前の調査については、サンプリング方法が現在と異なるため、時系列の比較には留意が必要である。

（注2）2012年度上期以前の調査に係るＤ.Ｉ.の算出については、「増加」と回答した金融機関の割合から「減少」と回答した金融機関の割合を引いて算出しているため、時系列の比較には留意が必要である。

定例調査
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代位弁済D.I.の推移

・代位弁済D.I.は、低下したものの、14期連続でプラスとなった。次期はやや低下する見込み。
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特別調査 条件変更先への取組み状況等について

41.5 20.3 17.1 12.6 4.9 3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10％未満 10％～20％未満 20％～40％未満 40％～60％未満 60％～80％未満 80％以上

１．条件変更先の割合等について

・中小企業貸出先のうち条件変更先の割合は、「10％未満」と回答した金融機関が７割超となっている。

・条件変更先のうち、経営改善支援※を実施している取引先の割合は、「20％未満」と回答した金融機関が約６割となっている。

32.7 43.3 16.3 3.7 2.91.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５％未満 ５％～10％未満 10％～15％未満 15％～20％未満 20％～30％未満 30％以上

(n=245)

(n=246)

（１）条件変更先の割合（全貸出先［中小企業］）

（２）条件変更先のうち、経営改善支援を実施している取引先の割合

76.0

61.8

（※）返済条件の緩和を除く（以下、同じ）。

 ４



特別調査 条件変更先への取組み状況等について

２．金融機関が条件変更先に対して積極的に取り組んでいる支援策について

・金融機関が条件変更先に対して積極的に取り組んでいる支援策は、「経営改善計画の策定支援・進捗状況のフォローアップ」（90.3％）が最も

多く、次いで「外部専門家の派遣・紹介」（58.1％）、「コンサルティング（経営指導・アドバイス）」（46.8％）の順となっている。

90.3

58.1

46.8

32.7

18.1

6.5

1.6

0.8

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営改善計画の策定支援・進捗状況のフォローアップ

外部専門家の派遣・紹介

コンサルティング（経営指導・アドバイス）

借換対応

ビジネスマッチング（販売先・仕入先の紹介）

ニューマネー（真水）での資金供給

廃業支援

DDS、不等価譲渡及び求償権放棄等への対応

その他

(n=248）

・信用保証協会、中小企業活性化協議会、よろず支援

拠点、事業承継・引継ぎ支援センターとの連携を推進。

・外部専門家（民間コンサルティング会社や大企業OB

等）と帯同訪問を行い、早期経営改善を支援。

・中小企業活性化協議会の活用状況を営業店表彰項

目に追加することにより、積極的な連携を推進。

・経営改善先を抽出し、営業店と本部が連携した訪問・

モニタリング体制で改善を推進。

・独自の支援推進フローチャートで支援先を分類し、分

類に応じた支援方針の策定と支援チームの組成により

経営改善支援を推進。

・経営改善計画書の策定状況を営業店表彰項目に取

入れ。

・職員の対話力・ヒアリング力の向上を目的に営業店向

けの「経営改善計画書策定研修」を実施。

支援策について特徴的な取組事例

・本業支援に資するビジネスマッチングや価格転嫁の

指導等に加え、本部専門部署による事業承継や為替対

策といった高度なコンサルティング機能を用いた支援を

推進。

・一部の取引先に対しては、本部担当者を付け、毎月

面談することにより継続的な経営指導を実施。

（注1）複数回答（３つまで回答可）のため、合計は100％を超える。 （注２）アンケート内容を一部抜粋、要約。
 ５



特別調査 条件変更先への取組み状況等について

33.2 18.5 23.1 14.3 6.7 4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10％未満 10％～20％未満 20％～40％未満 40％～60％未満 60％～80％未満 80％以上

３．条件変更先の今後の見通し等について

・条件変更先のうち、条件変更の解消・正常化の見通しが明確になっている取引先の割合は、「20％未満」と回答した金融機関が９割超となっている。

・また、条件変更の解消・正常化の見通しが明確になっていない取引先のうち、将来的な事業の継続可能性には期待が持てる取引先の割合は、

「40％以上」と回答した金融機関が２割超となっている。

73.3 18.8 5.4
0.8
0.8
0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10％未満 10％～20％未満 20％～40％未満 40％～60％未満 60％～80％未満 80％以上

(n=240)

(n=238)

（１）条件変更先のうち条件変更の解消・正常化の見通しが明確になっている取引先の割合

（２）条件変更の解消・正常化の見通しが明確になっていない取引先のうち、将来的な事業の継続可能性には期待が持てる取引先の割合

92.1

25.2

 ６



特別調査 条件変更先への取組み状況等について

４．金融機関が信用保証協会の関与・協力で特に期待する条件変更先への支援について

・金融機関が信用保証協会の関与・協力で特に期特する条件変更先への支援は、「借換への対応」（64.3％）が最も多く、次いで「経営改善計画の

策定支援・進捗状況のフォローアップ」（55.8％）、「ニューマネー（真水）への対応」（52.2％）の順となっている。
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55.8

52.2

45.8

28.5

6.8

5.6

5.2

1.2

0% 20% 40% 60% 80%

借換への対応

経営改善計画の策定支援・進捗状況のフォローアップ

ニューマネー（真水）への対応

外部専門家の派遣・紹介

コンサルティング（経営指導・アドバイス）

ビジネスマッチング（販売先・仕入先の紹介）

DDS、不等価譲渡及び求償権放棄等への対応

廃業支援

その他

(n=249）

（注）複数回答（３つまで回答可）のため、合計は100％を超える。
 ７
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定例調査

１．中小企業向け貸出D.I.の推移【地域別】
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２．信用保証付貸出D.I.の推移【地域別】
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定例調査

３．条件変更（信用保証付貸出）D.I.の推移【地域別】
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４．代位弁済D.I.の推移【地域別】
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16.5 15.9
9.5 8.3

23.5

9.2

18.4

7.4 8.8

22.4
18.3 19.2

10.8 11.4

23.0

14.6
19.2

11.7
9.6

23.6 19.7
12.9

7.6 6.0

18.4 19.4

5.5

15.0
7.5

26.7
23.4

21.4
13.4

6.7

31.3

17.4 10.5

2.1 2.1

▲ 30

0

30

60

90

24下 25上 25下 26上 26下 24下 25上 25下 26上 26下 24下 25上 25下 26上 26下 24下 25上 25下 26上 26下 24下 25上 25下 26上 26下 24下 25上 25下 26上 26下 24下 25上 25下 26上 26下 24下 25上 25下 26上 26下

全国 東北・北海道 関東甲信越 東海・北陸 近畿 中国 四国 九州・沖縄

(％、D.I.) （点線は次期予測）増加 やや増加 やや減少 減少 D.I.

全国
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特別調査 条件変更先への取組み状況等について

１．条件変更先の割合等について【地域別】

（１）条件変更先の割合（全貸出先［中小企業］）

32.7

45.5

31.9

31.9

24.2

20.0

46.7

30.4

43.3

30.3

37.7

46.8

57.6

45.0

33.3

52.2

16.3

9.1

15.9

19.1

18.2

25.0

20.0

13.0

3.7

9.1

4.3

2.1

10.0

2.9

6.1

5.8

4.3

1.2

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国(n=245)

東北・北海道(n=33)

関東甲信越(n=69)

東海・北陸(n=47)

近畿(n=33)

中国(n=20)

四国(n=15)

九州・沖縄(n=23)

５％未満 ５％～10％未満 10％～15％未満 15％～20％未満 20％～30％未満 30％以上

③



特別調査 条件変更先への取組み状況等について

１．条件変更先の割合等について【地域別】

（２）条件変更先のうち、経営改善支援を実施している取引先の割合

41.5

36.4

53.5

36.2

34.4

30.0

46.7

30.4

20.3

24.2

12.7

14.9

21.9

30.0

33.3

34.8

17.1

12.1

21.1

21.3

15.6

15.0

6.7

13.0

12.6

21.2

5.6

19.1

9.4

15.0

13.3

13.0

4.9

3.0

5.6

2.1

9.4

10.0

4.3

3.7

3.0

1.4

6.4

9.4

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国(n=246)

東北・北海道(n=33)

関東甲信越(n=71)

東海・北陸(n=47)

近畿(n=32)

中国(n=20)

四国(n=15)

九州・沖縄(n=23)

10％未満 10％～20％未満 20％～40％未満 40％～60％未満 60％～80％未満 80％以上
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特別調査 条件変更先への取組み状況等について

２．金融機関が条件変更先に対して積極的に取り組んでいる支援策について【地域別】

90.3 90.9
89.2

91.3

87.5

100.0

80.0

91.3

58.1

66.7 66.2
63.0

46.9

65.0

40.0

43.5

46.8

39.4 40.5

60.9

40.6

55.0
53.3

47.8

32.7
33.3

39.2

19.6

46.9

15.0

40.0

21.7

18.1

12.1

23.0

8.7

21.9

10.0

26.7

30.4

6.5 6.1
4.1

2.2

12.5
10.0

13.3

8.7

1.6
0.0

1.4 2.2 3.1
0.0

6.7

0.00.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

6.7
4.34.0

6.1 5.4 4.3

0.0

10.0

0.0 0.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全国(n=248) 東北・北海道(n=33) 関東甲信越(n=74) 東海・北陸(n=46) 近畿(n=32) 中国(n=20) 四国(n=15) 九州・沖縄(n=23)

経営改善計画の策定支援・進捗状況のフォローアップ 外部専門家の派遣・紹介 コンサルティング（経営指導・アドバイス）

借換対応 ビジネスマッチング（販売先・仕入先の紹介） ニューマネー（真水）での資金供給

廃業支援 DDS、不等価譲渡及び求償権放棄等への対応 その他

（注）複数回答（３つまで回答可）のため、合計は100％を超える。
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特別調査 条件変更先への取組み状況等について

３．条件変更先の今後の見通し等について【地域別】

（１）条件変更先のうち条件変更の解消・正常化の見通しが明確になっている取引先の割合

73.3

65.6

76.5

78.3

59.4

84.2

86.7

69.6

18.8

18.8

17.6

19.6

28.1

10.5

13.3

13.0

5.4

6.3

4.4

2.2

12.5

13.0

0.8

6.3

0.8

3.1

5.3

0.8

1.5

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国(n=240)

東北・北海道(n=32)

関東甲信越(n=68)

東海・北陸(n=46)

近畿(n=32)

中国(n=19)

四国(n=15)

九州・沖縄(n=23)

10％未満 10％～20％未満 20％～40％未満 40％～60％未満 60％～80％未満 80％以上
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特別調査 条件変更先への取組み状況等について

３．条件変更先の今後の見通し等について【地域別】

（２）条件変更の解消・正常化の見通しが明確になっていない取引先のうち、将来的な事業の継続可能性には期待が持てる取引先の割合

33.2

34.4

44.8

30.4

22.6

36.8

20.0

17.4

18.5

18.8

14.9

15.2

25.8

15.8

26.7

17.4

23.1

28.1

19.4

23.9

25.8

26.3

20.0

26.1

14.3

3.1

13.4

19.6

16.1

15.8

20.0

17.4

6.7

9.4

6.0

6.5

6.5

6.7

13.0

4.2

6.3

1.5

4.3

3.2

5.3

6.7

8.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国(n=238)

東北・北海道(n=32)

関東甲信越(n=67)

東海・北陸(n=46)

近畿(n=31)

中国(n=19)

四国(n=15)

九州・沖縄(n=23)

10％未満 10％～20％未満 20％～40％未満 40％～60％未満 60％～80％未満 80％以上
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特別調査 条件変更先への取組み状況等について

４．金融機関が信用保証協会の関与・協力で特に期待する条件変更先への支援について【地域別】

64.3

75.8

64.0

56.5

69.7

47.4

66.7

60.9

55.8 54.5
57.3

47.8 48.5

57.9

73.3

65.2

52.2

48.5 49.3

63.0

48.5

57.9

40.0

56.5

45.8
45.5

52.0 52.2

39.4

47.4

33.3
34.8

28.5

24.2

32.0

28.3

24.2

36.8

33.3

26.1

6.8

3.0

9.3

0.0

12.1
10.5

6.7
8.7

5.6 6.1
4.0 4.3

15.2

5.3

0.0

4.35.2

12.1

4.0 4.3
3.0

5.3
6.7

4.3
1.2

0.0 0.0
2.2 3.0

5.3

0.0 0.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全国(n=249) 東北・北海道(n=33) 関東甲信越(n=75) 東海・北陸(n=46) 近畿(n=33) 中国(n=19) 四国(n=15) 九州・沖縄(n=23)

借換への対応 経営改善計画の策定支援・進捗状況のフォローアップ ニューマネー（真水）への対応

外部専門家の派遣・紹介 コンサルティング（経営指導・アドバイス） ビジネスマッチング（販売先・仕入先の紹介）

DDS、不等価譲渡及び求償権放棄等への対応 廃業支援 その他

（注）複数回答（３つまで回答可）のため、合計は100％を超える。
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